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１  プランの策定体制 
 

本プランは、市民団体や有識者による「清須市男女共同参画プラン策定委員会」において

審議を重ね策定しました。 

策定の過程においては、市民や団体へのアンケート調査やヒアリング調査などを通じ、清

須市における男女共同参画を取り巻く実態を把握するとともに、プラン案に対するパブリッ

クコメントを実施するなど、広く市民の意見を取り入れ、その反映に努めました。 

 

 

２  策定委員名簿 
 

 

■清須市男女共同参画プラン策定委員会名簿 

 氏  名 所属団体名等 

１ 中 島 美 幸 愛知淑徳大学講師（委員長） 

２ 和 田 典 之 社会教育委員会委員長（副委員長） 

３ 神 谷 勝 司 社会教育委員会委員 

４ 山 内 文 江 女性の会会長 

５ 佐 藤   覚 商工会青年部代表 

６ 原 田 晴 美 清須市えみの会代表 

７ 武 田 君 子 母子・寡婦福祉協会会長 

８ 佐 藤 益 江 愛知県教育委員会指導主事 

 

■事 務 局 

 氏  名 所属団体名等 

１ 
内 田 敏 正 教育長（平成 25 年 9 月 29 日まで） 

齊 藤 孝 法 教育長（平成 25 年 9 月 30 日から） 

２ 櫻 井 広 根 教育部長 

３ 濱 島 治 久 教育部次長兼生涯学習課長 

４ 栗 本 和 宜 生涯学習課課長補佐 

５ 石  田  讓 生涯学習課副主幹 

６ 高 山 みどり 生涯学習課主任主査 

７ 阿 野 文 香 生涯学習課主査 

８ 岡 田 善 紀 企画政策課係長 

９ 山 田 眞己人 子育て支援課主事 
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３  策定委員会設置要綱 
 

○清須市男女共同参画プラン策定委員会設置要綱 

                         平成 20 年 3 月 13 日 

                         教育委員会告示第 7 号 

（設置） 

第 1 条 清須市における男女共同参画の実現に関する施策について、総合的かつ効果

的に推進することを目的とした基本計画を策定するため、清須市男女共同参画プラ

ン策定委員会（以下「策定委員会」という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第 2 条 策定委員会は、次に掲げる事務を行うものとする。 

(1) 清須市男女共同参画計画（男女共同参画社会基本法（平成 11 年法律第 78 号）

第 14 条第 3 項に規定する市町村男女共同参画計画をいう。）を作成し、及びその実

施を推進すること。 

(2) 男女共同参画に関する重要事項を審議し、及び男女共同参画の推進に関する施策

の実施を推進すること。 

(3) 前 2 号に掲げるもののほか、男女共同参画に関し必要な事項 

（組織） 

第 3 条 策定委員会は、委員 12 人以内で組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから清須市教育委員会（以下「教育委員会」という。）

が委嘱する。 

(1) 学識経験者 

(2) 各種団体の代表者 

(3) 前 2 号に掲げるもののほか、教育委員会が必要と認める者 

（委員長及び副委員長） 

第 4 条 策定委員会に委員長及び副委員長を置き、それぞれ委員の互選により定める。 

２ 委員長は、会務を総理し、策定委員会を代表する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたと

きは、その職務を代理する。 

（任期） 

第 5 条 策定委員会の任期は、委嘱の日から１年とする。ただし、委員が欠けた場合

における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間をする。 

２ 委員は、再任を妨げない。 

（会議） 

第 6 条 策定委員会の会議（以下「会議」という。）は、必要に応じて委員長が召集

する。ただし、最初に行われる会議は、教育委員会が招集する。 

２ 会議は、委員長及び委員の半数以上が出席しなければ、会議を開き、議決をする

ことができない。 
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３ 会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決する

ところによる。 

４ 委員長は、必要があると認めるときは、会議に関係者の出席を求め、意見又は説

明を聴き、若しくは関係者に必要な資料の提出を求めることができる。 

（部会） 

第 7 条 策定委員会に、委員長が指定した事項について調査審議をさせるため、部会

を置くことができる。 

２ 部会は、教育委員会が指名する職員をもって構成する。 

３ 部会に部会長を置き、部会に属する職員の互選により定める。 

４ 部会長は、部会の事務を掌理し、部会の経過及び結果を委員長に報告する。 

５ 部会長に事故があるとき、又は部会長が欠けたときは、あらかじめ部会に属する

職員のうちからその指名する職員がその職務を代理する。 

６ 前各項に掲げるもののほか、部会の運営に関し必要な事項は、部会長が委員長の

同意を得て定める。 

（庶務） 

第 8 条 策定委員会の庶務は、教育委員会事務局教育部生涯学習課において処理する。 

（雑則） 

第 9 条 この告示に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要事項は、教育委員会

が定める。 

 附 則 

  この告示は、平成 20 年 4 月 1 日から施行する。 
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４  策定経過 
 

年月日 内 容 

６月 団体ヒアリング調査の実施 

７月 アンケート調査の実施 

12 月 19 日 
第１回 清須市男女共同参画プラン策定委員会 

・アンケート結果について 

・プラン骨子案について 

１月 29 日 
第２回 清須市男女共同参画策定委員会 

・計画素案について 

・パブリックコメントの実施について 

２月５日～３月７日 パブリックコメントの実施 

３月 19 日 
第３回 清須市男女共同参画プラン策定委員会 

・清須市男女共同参画プラン【中間見直し版】原案について 

・パブリックコメント結果について 
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５  用語解説 
 

＜あ行＞ 

○インセンティブ 

動機付けのこと。男女共同参画に関する取り組みを促すため、取り組みの主体にインセン

ティブを与えることが戦略として有効となる。例えば、女性の活躍促進に積極的に取り組む

企業の活動を促進するため，政府が補助金の給付や税制上の優遇等を行ったり（英国・ドイ

ツ等）、公共調達において女性が経営する小規模な企業を優先的に調達先とするといった形で

支援を行っている国（米国等）もある。 

 

○エンパワーメント 

自らの意識と能力を高め、家庭や地域、職場などあらゆる分野で政治的、経済的、社会的、

文化的な力をつけること。また、そうした力を持った主体的な存在となり、力を発揮し行動

していくこと。 

 

＜か行＞ 

○家族経営協定 

家族農業経営に携わる各世帯員が、意欲とやりがいを持って経営に参画できる魅力的な農

業経営をめざし、経営方針や役割分担、働きやすい就業環境などについて、家族間の十分な

話し合いに基づき、取り決めるもの。 

 

○ゲートキーパー 

自殺の危険を示すサインに気づき、適切な対応（悩んでいる人に気づき、声をかけ、話を聞

いて、必要な支援につなげ、見守る）を図ることができる人のこと。 

 

○固定的性別役割分担 

男女を問わず個人の能力等によって役割の分担を決めることが適当であるにも関わらず、

男性、女性という性別を理由として、役割を固定的に分けること。「男は仕事・女は家庭」、

「男性は主要な業務・女性は補助的業務」等は固定的な考え方により、男性・女性の役割を

決めている例をいう。 

 

＜さ行＞ 

○ジェンダー 

「社会的・文化的に形成された性別」のこと。生まれついての生物学的性別（セックス／sex）

ではなく、社会によって作り上げられた社会通念や慣習の中の「男性像」、「女性像」のこと。 
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○セクシュアル・ハラスメント 

性的ないやがらせのこと。特に雇用の場においては、「職場（労働者が業務を遂行する場所）

において行われる性的な言動に対する女性労働者の対応により、女性労働者がその労働条件

につき不利益を受けることまたは性的な言動により女性労働者の就業環境が害されること」

とされている。 

 

＜た行＞ 

○デートＤＶ 

 特に 10 代や 20 代などの若い世代で生じる、結婚していない男女間での体、言葉、態度に

よる暴力のこと。 

 

○ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス） 

配偶者（事実婚、別居を含む）やパートナーなど親密な関係にある（あった）人から振る

われる暴力のこと。暴力には殴る蹴るなどの暴力のみならず、威嚇する、生活費を渡さない、

仕事につかせない、性行為の強要、外出や交友関係を制限して孤立させるといった精神的な

苦痛や経済的な抑圧なども含まれる。また、子どもに暴力をみせることも含まれる。 

 

＜な行＞ 

○二次被害 

ＤＶ被害者を支援する側が、ＤＶ被害者の置かれている状況やＤＶ自体に関して理解が不

足しているために被害者に対して不適切な対応をとることにより、被害者がさらに被害を受

けること。 

 

＜は行＞ 

○パワー・ハラスメント 

職権などのパワーを背景にして、本来の業務の範ちゅうを超えて、継続的に人格と尊厳を

侵害する言動を行い、就業者の働く関係を悪化させ、あるいは雇用不安を与えること。 

 

○ファミリー・フレンドリー企業 

愛知県における、仕事と育児・介護とが両立できるような様々な制度を持ち、多様でかつ

柔軟な働き方を労働者が選択できるような取組みを行う企業のこと。 
 

○ポジティブ・アクション（積極的改善措置） 

固定的な性別による男女の役割分担意識や過去の経緯から、営業職に女性はほとんどいな

い、課長以上の管理職は男性が大半を占めている等の差が男女労働者の間に生じている場合、

このような差を解消しようと、個々の企業が行う自主的かつ積極的な取組み。 
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＜ら行＞ 

○リプロダクティブ・ヘルス/ライツ（性と生殖に関する健康と権利） 

リプロダクティブ・ヘルス（性と生殖に関する健康）とは、人間の生殖システム、その機

能と（活動）過程の全ての側面において、単に疾病、障がいがないというばかりでなく、身

体的、精神的、社会的に完全に良好な状態にあること。 

また、リプロダクティブ・ライツ（性と生殖に関する権利）は、すべてのカップルと個人

が自分たちの子どもの数、出産間隔、並びに出産する時を責任をもって自由に決定でき、そ

のための情報と手段を得ることができるという基本的権利、並びに最高水準の性に関する健

康及びリプロダクティブ・ヘルスを得る権利のこと。 

 

＜わ行＞ 

○ワーク・ライフ・バランス 

老若男女誰もが、仕事、家庭生活、地域生活、個人の自己啓発など、様々な活動について、

自ら希望するバランスで展開できる状態のこと。 
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６  男女共同参画社会基本法 
 

目次 

前文 

第１章 総則（第１条―第 12 条） 

第２章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策

（第 13 条―第 20 条） 

第３章 男女共同参画会議（第 21 条―第 28 条） 

附則  

 

 我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平

等がうたわれ、男女平等の実現に向けた様々な取組が、国際

社会における取組とも連動しつつ、着実に進められてきたが、

なお一層の努力が必要とされている。 

 一方、尐子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化等我が国

の社会経済情勢の急速な変化に対応していく上で、男女が、

互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別にかか

わりなく、その個性と能力を十分に発揮することができる男

女共同参画社会の実現は、緊要な課題となっている。 

 このような状況にかんがみ、男女共同参画社会の実現を 21

世紀の我が国社会を決定する最重要課題と位置付け、社会の

あらゆる分野において、男女共同参画社会の形成の促進に関

する施策の推進を図っていくことが重要である。 

 ここに、男女共同参画社会の形成についての基本理念を明

らかにしてその方向を示し、将来に向かって国、地方公共団

体及び国民の男女共同参画社会の形成に関する取組を総合的

かつ計画的に推進するため、この法律を制定する。 

  

 

第１章 総則  

（目的） 

第１条 この法律は、男女の人権が尊重され、かつ、社会経

済情勢の変化に対応できる豊かで活力ある社会を実現す

ることの緊要性にかんがみ、男女共同参画社会の形成に関

し、基本理念を定め、並びに国、地方公共団体及び国民の

責務を明らかにするとともに、男女共同参画社会の形成の

促進に関する施策の基本となる事項を定めることにより、

男女共同参画社会の形成を総合的かつ計画的に推進する

ことを目的とする。  

 

（定義） 

第２条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、

当該各号に定めるところによる。  

一 男女共同参画社会の形成 男女が、社会の対等な構成員と

して、自らの意思によって社会のあらゆる分野における活

動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、

経済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、か

つ、共に責任を担うべき社会を形成することをいう。 

二 積極的改善措置 前号に規定する機会に係る男女間の格

差を改善するため必要な範囲内において、男女のいずれか

一方に対し、当該機会を積極的に提供することをいう。 

  

（男女の人権の尊重） 

第３条 男女共同参画社会の形成は、男女の個人としての尊

厳が重んぜられること、男女が性別による差別的取扱いを

受けないこと、男女が個人として能力を発揮する機会が確

保されることその他の男女の人権が尊重されることを旨と

して、行われなければならない。  

 

（社会における制度又は慣行についての配慮） 

第４条 男女共同参画社会の形成に当たっては、社会におけ

る制度又は慣行が、性別による固定的な役割分担等を反映

して、男女の社会における活動の選択に対して中立でない

影響を及ぼすことにより、男女共同参画社会の形成を阻害

する要因となるおそれがあることにかんがみ、社会におけ

る制度又は慣行が男女の社会における活動の選択に対して

及ぼす影響をできる限り中立なものとするように配慮され

なければならない。  

 

（政策等の立案及び決定への共同参画） 

第５条 男女共同参画社会の形成は、男女が、社会の対等な

構成員として、国若しくは地方公共団体における政策又は

民間の団体における方針の立案及び決定に共同して参画す

る機会が確保されることを旨として、行われなければなら

ない。  

 

（家庭生活における活動と他の活動の両立） 

第６条 男女共同参画社会の形成は、家族を構成する男女が、

相互の協力と社会の支援の下に、子の養育、家族の介護そ

の他の家庭生活における活動について家族の一員としての

役割を円滑に果たし、かつ、当該活動以外の活動を行うこ

とができるようにすることを旨として、行われなければな

らない。  

 

（国際的協調） 

第７条 男女共同参画社会の形成の促進が国際社会における

取組と密接な関係を有していることにかんがみ、男女共同

参画社会の形成は、国際的協調の下に行われなければなら

ない。  

 

（国の責務） 

第８条 国は、第３条から前条までに定める男女共同参画社

会の形成についての基本理念（以下「基本理念」という。）

にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策

（積極的改善措置を含む。以下同じ。）を総合的に策定し、

及び実施する責務を有する。  

 

（地方公共団体の責務） 

第９条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、男女共同参

画社会の形成の促進に関し、国の施策に準じた施策及びそ

の他のその地方公共団体の区域の特性に応じた施策を策定

し、及び実施する責務を有する。  
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（国民の責務） 

第 10 条 国民は、職域、学校、地域、家庭その他の社会のあ

らゆる分野において、基本理念にのっとり、男女共同参画

社会の形成に寄与するように努めなければならない。  

 

（法制上の措置等） 

第 11 条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施

策を実施するため必要な法制上又は財政上の措置その他の

措置を講じなければならない。  

 

（年次報告等） 

第 12 条 政府は、毎年、国会に、男女共同参画社会の形成の

状況及び政府が講じた男女共同参画社会の形成の促進に関

する施策についての報告を提出しなければならない。 

２ 政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参画社会の形

成の状況を考慮して講じようとする男女共同参画社会の形

成の促進に関する施策を明らかにした文書を作成し、これ

を国会に提出しなければならない。  

 

 

第２章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施

策  

（男女共同参画基本計画）  

第 13 条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する施

策の総合的かつ計画的な推進を図るため、男女共同参画社

会の形成の促進に関する基本的な計画（以下「男女共同参

画基本計画」という。）を定めなければならない。  

２ 男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項について定め

るものとする。  

一 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形成

の促進に関する施策の大綱  

二 前号に掲げるもののほか、男女共同参画社会の形成の

促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため

に必要な事項  

３ 内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見を聴いて、男

女共同参画基本計画の案を作成し、閣議の決定を求めなけ

ればならない。  

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があった

ときは、遅滞なく、男女共同参画基本計画を公表しなけれ

ばならない。  

５ 前２項の規定は、男女共同参画基本計画の変更について

準用する。  

 

（都道府県男女共同参画計画等） 

第 14 条 都道府県は、男女共同参画基本計画を勘案して、当

該都道府県の区域における男女共同参画社会の形成の促進

に関する施策についての基本的な計画（以下「都道府県男

女共同参画計画」という。）を定めなければならない。  

２ 都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項について

定めるものとする。  

一 都道府県の区域において総合的かつ長期的に講ずべ

き男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の大綱  

二 前号に掲げるもののほか、都道府県の区域における男

女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的か

つ計画的に推進するために必要な事項  

３ 市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県男女共同

参画計画を勘案して、当該市町村の区域における男女共同

参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計

画（以下「市町村男女共同参画計画」という。）を定めるよ

うに努めなければならない。  

４ 都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画計画又は

市町村男女共同参画計画を定め、又は変更したときは、遅

滞なく、これを公表しなければならない。  

 

（施策の策定等に当たっての配慮） 

第 15 条 国及び地方公共団体は、男女共同参画社会の形成に

影響を及ぼすと認められる施策を策定し、及び実施するに

当たっては、男女共同参画社会の形成に配慮しなければな

らない。  

 

（国民の理解を深めるための措置） 

第 16 条 国及び地方公共団体は、広報活動等を通じて、基本

理念に関する国民の理解を深めるよう適切な措置を講じな

ければならない。  

 

（苦情の処理等） 

第 17 条 国は、政府が実施する男女共同参画社会の形成の促

進に関する施策又は男女共同参画社会の形成に影響を及ぼ

すと認められる施策についての苦情の処理のために必要な

措置及び性別による差別的取扱いその他の男女共同参画社

会の形成を阻害する要因によって人権が侵害された場合に

おける被害者の救済を図るために必要な措置を講じなけれ

ばならない。  

 

（調査研究） 

第 18 条 国は、社会における制度又は慣行が男女共同参画社

会の形成に及ぼす影響に関する調査研究その他の男女共同

参画社会の形成の促進に関する施策の策定に必要な調査研

究を推進するように努めるものとする。  

 

（国際的協調のための措置） 

第 19 条 国は、男女共同参画社会の形成を国際的協調の下に

促進するため、外国政府又は国際機関との情報の交換その

他男女共同参画社会の形成に関する国際的な相互協力の円

滑な推進を図るために必要な措置を講ずるように努めるも

のとする。  

 

（地方公共団体及び民間の団体に対する支援） 

第 20 条 国は、地方公共団体が実施する男女共同参画社会の

形成の促進に関する施策及び民間の団体が男女共同参画社

会の形成の促進に関して行う活動を支援するため、情報の

提供その他の必要な措置を講ずるように努めるものとする。  

 

 

第３章 男女共同参画会議  
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（設置） 

第 21 条 内閣府に、男女共同参画会議（以下「会議」という。）

を置く。  

 

（所掌事務） 

第 22 条 会議は、次に掲げる事務をつかさどる。  

一 男女共同参画基本計画に関し、第 13 条第３項に規定する

事項を処理すること。  

二 前号に掲げるもののほか、内閣総理大臣又は関係各大臣

の諮問に応じ、男女共同参画社会の形成の促進に関する基

本的な方針、基本的な政策及び重要事項を調査審議するこ

と。  

三 前２号に規定する事項に関し、調査審議し、必要がある

と認めるときは、内閣総理大臣及び関係各大臣に対し、意

見を述べること。  

四 政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関する

施策の実施状況を監視し、及び政府の施策が男女共同参画

社会の形成に及ぼす影響を調査し、必要があると認めると

きは、内閣総理大臣及び関係各大臣に対し、意見を述べる

こと。  

 

（組織） 

第23条 会議は、議長及び議員24人以内をもって組織する。  

 

（議長） 

第 24 条 議長は、内閣官房長官をもって充てる。 

２ 議長は、会務を総理する。  

 

（議員） 

第 25 条 議員は、次に掲げる者をもって充てる。  

一 内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、内閣総理大臣

が指定する者  

二 男女共同参画社会の形成に関し優れた識見を有する者の

うちから、内閣総理大臣が任命する者  

２ 前項第２号の議員の数は、同項に規定する議員の総数の

10 分の５未満であってはならない。  

３ 第１項第２号の議員のうち、男女のいずれか一方の議員

の数は、同号に規定する議員の総数の 10 分の４未満であっ

てはならない。  

４ 第１項第２号の議員は、非常勤とする。  

 

（議員の任期） 

第 26 条 前条第１項第２号の議員の任期は、２年とする。た

だし、補欠の議員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 前条第１項第２号の議員は、再任されることができる。  

 

（資料提出の要求等） 

第 27 条 会議は、その所掌事務を遂行するために必要がある

と認めるときは、関係行政機関の長に対し、監視又は調査

に必要な資料その他の資料の提出、意見の開陳、説明その

他必要な協力を求めることができる。 

２ 会議は、その所掌事務を遂行するために特に必要がある

と認めるときは、前項に規定する者以外の者に対しても、

必要な協力を依頼することができる。  

 

（政令への委任） 

第 28 条 この章に定めるもののほか、会議の組織及び議員そ

の他の職員その他会議に関し必要な事項は、政令で定める。  

 

 

附則（平成 11 年６月 23 日法律第 78 号） 抄  

（施行期日） 

第１条 この法律は、公布の日から施行する。  

（男女共同参画審議会設置法の廃止） 

第２条 男女共同参画審議会設置法（平成９年法律第７号）

は、廃止する。  

 

附 則（平成 11 年７月 16 日法律第 102 号） 抄  

（施行期日） 

第１条 この法律は、内閣法の一部を改正する法律（平成 11

年法律第 88 号）の施行の日から施行する。ただし、次の各

号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。  

    （施行の日＝平成 13 年１月６日）  

一 略  

二 附則第 10 条第１項及び第５項、第 14 条第３項、第 23

条、第 28 条並びに第 30 条の規定 公布の日  

（委員等の任期に関する経過措置） 

第 28 条 この法律の施行の日の前日において次に掲げる従

前の審議会その他の機関の会長、委員その他の職員である

者（任期の定めのない者を除く。）の任期は、当該会長、委

員その他の職員の任期を定めたそれぞれの法律の規定にか

かわらず、その日に満了する。  

一から十まで 略  

十一 男女共同参画審議会  

（別に定める経過措置） 

第 30 条 第２条から前条までに規定するもののほか、この法

律の施行に伴い必要となる経過措置は、別に法律で定める。  

 

附則（平成 11 年 12月 22 日法律第 160 号） 抄  

（施行期日） 

第１条 この法律（第２条及び第３条を除く。）は、平成 13

年１月６日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定

は、当該各号に定める日から施行する。 

  （以下略） 
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